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株式配 当重課論 の 一 考 察
古 賀 実
一一 序 論
近年,世 界の文明諸国において,個 人 ・法人共々に,租 税の重圧が専門家
の
によって,明 確な数字を挙げて論ぜ られている。 この中で,長 年に亘 り,許
多の学者によって論議 され,未 だに解決をみずに世界的問題 となっているも
(2)
のに,株 主の受取配当に対する課税問題がある。問題の核心は,会 社の法人
税について,株 主はその所得税の前払いを しているのではないか。それなの
にその配当を受け取るに際 してそれに課税 されるのは,株 主所得に対す る二
重課税を成す ものではないかとしてその妥当性についての論議である。
本邦におけるこの事柄についての税制の沿革を瞥見すると概ねつぎの通 り
(3)
で ある。 明治20年(1887年)か ら同32年(1899年)までは,配 当金につい
て個 人に対 してのみ所得 税を課 し,法 人 はすべて免税 と した。 明治32年 か
ら大正9年(1920年)ま では,企 業 の利益 に対 して法人 にのみ課税 し,個 人
が受 ける配 当金には個人所得税 はかか らなか った。 いずれに して も,こ の と
きまでは,二 重課税はお こなわれ ていなか った といえる。大正9年 の改正,
さ らに完全には昭和12年(1937年)の 改正に よ り,こ こに い う二重課税 の
制度 を とるよ うに な り,そ れが大東亜戦争終結後にいたる までつづいていた
が,昭 和25年(1950年)に な って,か のシ ャウプ(Shoup)使節団の勧告 に
(1)KarlHax,DieSubstanzerhaltungderBetriebe,1957,SS・8-9;・W・A・
Paton,ShirtsleeveEconomics,1952,pp・299-301;・山城 章 「経 営 政 策 一 最
高経 営 政 策 論 」122頁.
(2)細井 卓 「配 当政 策 」 第 二 増 補版312-313頁,会計 学 大 辞 典1060頁 「法 人 税 」.
(3)井藤 半 弥 「法 人課 税 の 重 複 課税 問 題 」 企 業会 計 第3巻11号,昭 和26年11月.
忠 佐 市 「法 人 の 清 算 所 得 課 税 の一 考 察」 産 業 経 理 第13巻 第10号,昭 和28年9
月 。
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基いて,法 人税を個人所得税の前取 りとみ,個 人所得税の総合課税にあたっ
て配当金の一部を控除することをみとめ,二 重課税制度をとりつつ も,あ る
程度の調整緩和を加えるに至っている。
この問題は 法人所得税と配当所得税 との 関連問題乃至は 混合問題である
が,上 記の如き本問題の核心たる二重課税については法人 とい うものをいか
ようにみるかにかかっているのである。法律学的にも法人についての解釈論
は古来色 々とあるが,本 問題に関 しては 「法人擬制説」 と 「法人実在説」 と
の二つを挙げるべ きである。 法人擬制説は サヴ ィニー(Savigny)を代表 と
す る説であって,権 利主体は自然人たる個人に限定 されるべきものであ り,
自然人以外の者に権利義務を与えるのは法律によって自然人 と擬制 したこと
・に よるとするのである。つまり,法人は法律によって自然人に擬せ られた も
のであるとする。租税におけるこのような考え方は,前 記のシャウプの勧告
に基づ く昭和25年の法人税の改正においてあ らわれた。 すなわち,法 人は
株主の集合体であって,法 人に課税することは,結 局はその構成員たる株主
くの
に対 して課税 したことと同様であるとしたのである。 このことか ら,法人税
の性格は,株 主所得税の前払いたる性格を有するのであ り,こ の間の調整を
行な うべきものと した。 この考え方は,昭 和25年以来採 られ現在に至って
(5)
いる。
これに対 比 され る「法人実在説」はギ ール ケ(Gierke),ミシ ュー(Michoud),
サ レイユ(Salleines)等に よって主 張 された もので,こ れ らの人 々の間に も
若 干の見解 の差は あるが,要 す るに法人は,法 律が権利義務 の主体 と して擬
制 した ものではな くて,一 個 の社 会的実在であ るとす る。即 ち,法 人を もっ
て権利 主体に適応す る法律上 の組織体 たる実在であ ると し,決 して擬制 され
た ものではな くて,権 利能力の主体 と して実 在す るもので ある とす る。従 っ
て法人課 税に おいては,法 人 はそ の株主か ら完全 に離れた存在 と して実在す
ることになる訳で ある。 シ ャウプ勧告 に基 く昭和25年 の税制改正 までは法
(4)同 趣 旨W・A・Paton,Shjrts】eeveEconomics,1952,p・305・
(5)会 計 学 大 辞 典1058-1059頁.
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人実在説の考え方によって,前 述の ように,受 取株主段階においては調整さ
れていなかbた が,シ ャウプ税制改革は米国流の法人擬制説の思想に従って
なされ現在に立ち至っているが,最 近においては,企 業課税の問題 として,
法人をもって株主か ら離れて独立 して租税負担能力を有す るものとする考え
方が現われ,個 人株主の配当控除制度 とか,法 人間の配当益金不算入の制度
を廃止すべきとす る主張に応 じて再び法人実在説が勢を盛 り返 している面も
くの
ある。
惟 うに,両 説 ともに,経 済現象,経 済の実態に対する見方,観 念の相異に
より,対立す る学説 となっているものであって,そ れぞれの立場に立ってみ
れば,そ れぞれ十分に根拠があ り,理の通 った見解であるといわねばな らな
い。只,配 当所得課税の問題について,必 然の事理 として,擬 制説は重課な
りと し,実在説は重課な らず とする訳であって,一 般的にいえば,重 課とみ
るか否かは,両 説のいずれの 見解を とるかに よってきまる 訳である。 しか
し,今 日の納告額 申告制の制度に鑑みるときに,一 口に重課といっても,課
税対象たる企業の経理の実態と関連 して生起するものであることを失念 して
は問題の本質か ら離れることになる。 この点に中心をおいて,以 下卑見を展
開 していきたいと思 う。
二 本 論
近年の企業は,利 益計画乃至利益管理を十分に行な うようになっている。
また当然そ うあるべきことである。利益管理は当然に利益処分にまで及ぶこ
とになるか ら,配 当率,配 当額は勿論,配 当課税額 まで算定することが,当
期純利益 の算定に際 して行なわれる。即ち,配 当額,配 当課税率の算定は当
期純利益 の算定に先行するのが企業経理の実態である。か くの如 き経理は,
企業会計の真実性の原則を歪める危険が十分にあることの批判はなされねば
な らないが,税 法上の納税額 申告期,納 税期な ど,か かる経理を行な うこと
を懲濾はせぬに しても,十 分にこれを認容する如 き制度になっている以上,
(6)会計学大 辞典1059-1060頁.
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認容せざるを得ないのが実情であ り,実態のように思 う。 また,形 式論的に
いえば,当 期純利益の計上後に利益処分をなす順序になっているか ら,こ の
意味では,別 に非難 さるべきことはないともいえるであろ う。
法人税は,こ の当期純利益に対する課税であるが,法 人税は株主の所得の
前払いであるとする見解には,当 期純利益の成果に対する株主の出資額たる
資本金の貢献度の過大視が存 しているのではあるまいか。勿論,利 益の計上
のために資本金の寄せ る潜在的な貢献を否定する訳にはいかないが,何 とい
っても,直 接に,有 形的に寄与す るのは,経 営力,人 的物的の営業力であ
る。近年の企業では,出 資者の出資額は,利 益生産をする企業の力の一部に
過 ぎないと考えるべきものと思惟する。 従って,当 期純利益の生産を,恰
も,全 面的に資本金提供者の株主にすべて帰せ しむるが如き考え方は誤 って
いると考える。それ故に,当 期純利益に対する課税である法人税をもって,
株主の所得の前払い とする考え方には,直 ちには,賛 成できない。
しか しなが ら,このような考え方をすると,指 を屈する程の経営株主(殆
ど全部が大株主)と 群小の投資株主 とを全 く一率 に考え且つ扱 うようになっ
て了 う。上述のように,法 人税を もって株主所得税の前払い とす ることに直
ちには賛成できな くても,経 営に直接参加 している大株主と,会社 の営業に
平素全 く参加 していない大多数 の小株主 とを,法 人税の支払いについて全 く
同一の関与程度 と考えるのも問題である。 上述 したような 利益管理の上か
ら,株 主えの配当額 まで も 算定 したる後に 当期純利益を 算定する企業経理
の実態か ら,法 人税をもって,株 主に一旦帰属 した 利益が 確定 した後の企の
業 家 の 私 的 費 用 と解 し,或 は,企 業 家 の 利 益 使 用(Gewinnverwendungdes
(8)
Unternehmers)をあ らわす ものであるとの 見解には 首肯すべき真理が含ま
れている。ただ,こ れ等の見解は,零 細乃至小規模企業には妥当すると思わ
れるが,大 企業の場合には,企 業家の私的収支に関係させることには若干無
理がでてくる場合もあることは否定できないであろう。蓋 し,完全に組織体
(7)F・Findeisen,UnternehmungundSteuer,Stuttgart,1923,S・102・
(8)W.Franke,DieSteuerninderSe】bstkostenrechnungundPrejspolitik,
Leipzig,1937,S.40.
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化 した近年の大企業では,経 営首悩の地位にある者でも,法 人税をもって,
彼の私的費用乃至は利益使用 と考えることは,理 論上 も実際上 も正 しくはな
いか らである。
他方また,大 中小凡そすべての株主は,投 資者乃至出資者 として会社 の収
益に株主平等の原則に より,それぞれ応分の寄与を していると解することが
できる訳で,こ の見解か らすると,会社の収益に課せ られた法人税は,す べ
て株主所得の前払税だと解する法人擬制説の見解 も,一・概に不当とはいえな
い。単に会社株主一体論のような形式論よりも実質的な理論といえなくもな
いであろう。'
法人実在説による見解 も亦,十 分根拠を もっている。数的には一握 りの経
営株主と大多数を占むる投資株主の存在の様相は,所 謂株式の大衆化に従 っ
て益 々顕著になって来ている。言い換えると,会 社は,権 利義務を有す る組
織体 として,全 く別箇の権利義務の主体と しての株主 とは,独 立 して存在す
ることを否定 し去ることは困難で,こ の見地か ら,会社の挙げる収益に課税
し,この収益分配に際 しても,ま た別の権利主体 としての株主の取得一 別
の経理主体であ り,経済主体である一 に対 し課税 しても,あ ながち,重 複
課税 として非難するのも,必 ず しも 当を得たるものとは 思われない。 一般
に,株 式会社では,会 社 と株主 とが一体であると考えるには投資者 として以
外会社に無関心な株主が多過 ぎる。企業規模が大になればなる程 この傾向が
強いようである。誠に この点か ら考えるときには,法 人実在説は,実 証的な
論拠に立っているといえるであろ う。
惟 うに,利 益処分計画を したる上での当期純利益の算定に対 し法人税が課
されるのは,配 当額をきめた らそれに対する 課税額の算出が 可能であるか
ら,これを見込んだ上で算定 される当期純利益に対 し課 される法人税の支払
いは,既 に実質上二重払いの前払いをな していると観ることができる。 この
観点に立ては,利 益処分後の配当に課税するのは,実 質上三重課税となる。
少 くも企業経理の実態の上に立って観察すれば このような見方ができる。企
業は純利益の算定に際 して利益処分案を作 り,配 当額の決定 まで利益管理を
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す る訳であるか ら,支 払配当の 課税額一 企業が 配当支払に際 し配当額を
預 り,株 主の源泉所得税預 りとな り,企 業が 現実には 納税をすることにな
る一 まで算定するのであるか ら,これを思 うと,こ の三重払いが極めて現
実性を帯びて くることを看過すべ きではないと考える。
しか し,半面には,税 法の規飼Lつ ま りは税務会計上の規制が強 くなって
いる文明国においては,損 金をみだ りに多 くして,利 益を過少に見積ること
は必ず しも容易ではな く,か たがた利益処分案において,社 内留保に比 し配
当を不当に低 く抑えることも避けざるを得ない立場におかれているのが実状
である以上,ま た,株 主平等の原則か ら言っても,持 株数の割合に応 じて課
税することは,最 上策 とはいえないに しても,已 むを得ない仕儀であるとも'
いえよう。つまりは,利 益管理の面で,実 質的に配当課税額だけ浮かす よう
なことも,一 般に困難であろうし,か く考え来るときには,二 重払い も巳む
を得ないとい う考え方にな らざるを得ない。
ただ,企 業側に立って考えると,利益処分案の配当額がきまれば,課 税額
の算定 も正確にきまる訳であ り,か くて企業は,各 期の配当課税額を算定 し
たる上で純利益を確定 し,法人税の課税を受けることになるか ら,企業は,
いわば現行の二重払いに対 し,利益管理計画をもって対応 し,これを適切に
処理 していることになる。か くて利益処分 とい う会計処理は,法 的に要請 さ
くの
れていることでもあ り,これは当然のこととして行なわれるか ら,そ こでき
め られる配当額 と,必 然的にその際企業内部で正確に算定される課税額は,
実質的には,法 人税に先立つ計算とな り,法人税は,配 当課税額が算定され
た後に算定 されることになる。 これは,現 行の税法が申告制,即 ち確定申告
ロの
制を採 っているために生ず る必然の事理であると思 う。 この意味において,
企業側としては,す っきりした立場に立っているともいえる。法人税法が納
(11)
税額申告制を 採っている以上,形 式上は先行する 法人税額の決定が,内 実
は,形 式上後行す る筈の 配当額を算定(実 情は 殆 ど確定)し たる上のこと
}
(9)商法第281条及び同法第283条に規定がある.
⑩ 法人税法第74条に規定している.
⑪ 法人税法第74条,
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で,全 く利益管理の上か らなされることを鑑みるときに,二 重払いといって
も,内 実は,法 人税と 配当所得税とは 一体化 していると考えることができ
る。
次に,配 当が現金をもってでな く株式をもってなされる場合の問題を論ず
る。株式会社が株主に対 し配当をなすに当って,現 金を もってせずに 自社 の
新株式の発行を もってすることがある。従 って,会 社 の方では,自 己資本の
(12)
調達行為であ り,自己金融行為である訳であるが,株 主の方では,有 価証券
の取得 とな り,しかも自社新株発行は,会 社の事業の発展好況 の際になされ
るのが通例であるが故に,通常,新株の市価が額面額を上廻 ることであ り,そ
の利得性が挙げ られる半面∫取得のために支払 った費用を考え,期 間損益計
(13)
算の立場か らその利得性を否認する見解もあ り,問題の存する所である。利
得性を否認する見解に よると,新 株の配当が実現するのは,通 常,翌 期にな
って始まるのであり,そ れす らも確約 されている訳ではな く,斯 く考えると
きに,新 株についての当期の損益は,新 株の額面額の支払いを取得に際 して
な したる費用発生の外,収 益は何 もないとい うことにな り,従 って株主側に
(14)
何 等の利益実現はなく,寧ろ会社のなしたる自己金融行為,資本化行為によ
って自己資金をもって寄与 したるものと解すべきだとの意見が生 じ来るので
(15)(16)
ある。確かに,こ の見解は,理 論的にも実際的にも強力な論拠を有 している
ものと見 られるが,敢 て反論を試みるな らば,こ の見解は会社中心の考え方
の枠の中に閉 じ込め られて,株 主の受ける影響,効 果とい うものを無視 して
いるき らいがないであろ うか。この考え方をつきつめて行 くと,株 主 と会社
とを一体化 した法人擬制説の思想に基 くようにもとれる し,また両者を裁然
⑫ 片 野 一 郎1「新 稿 簿 記 精 説 」637頁,細 井 卓 「配 当 政 策 第 二 増=補版 」178～179頁.
⑬W.A.Paton,kShirtsleeveEconomics,pp.308～310.
⑭ 前 註 に 同 じ.
⑮ 同 趣 旨EdmondE・Linco1n,ApPliedBusinessFinance,1941,P・744;・A・C・
Whitaker,"TheStockDividendQuestion",AmevicanEconomicReview
I,March,1929,p.25.
⑯1920年 の 米 国 最 高 裁 判 決,Jowne・v・Eisner事 件.seymourN・Siege1・
StockDividends,HarvardBusinessReview,Octり1932,p.78.H.G.Guthman
andH.EDougall,CorporateFinancialPolicy,1948,p.474.
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と別の経済単位,会 計単位 とする法人実在説の考え方に拠 っているとも解 し
得 られ るふ しがある。逆にいえば,法 人実在説,法 人擬制説のいずれの見解
くの
に従 うも,自 社新株 の配 当は,利 益 の実 現 とは考 え られない ことになる。 こ
(18)
の見解は,税 法上 も,所 謂 「資本等取引」の範疇に入る取引として所得とは
みなされず益金に算入 されないことになるので,税 務会計上の解釈 とも,た
またま合致 している強味を も持っている。 しか しなが ら,株主が株式なる有
く　の
価証券を受け取ることによって株主の受けた効果についての考究が単純すぎ
は しないだろ うか。第一,発 行者の会社 自身が自己金融の意味の中において
株主に対する利益の供与の観念が全 くないとすることは,明 白に社会通念に
反するものであり,理論上 も正 しくないと思惟する。会社側としては,新 株
発行なる増資行為をもって,会 社 ・株主双方のいわば 「共栄互恵」の観念に
く　　
出発 していると考えるのが正 しいと惟 う。受け取った新株を未実現利益 とし
て利益計上を控えるとしても,こ れを質入す ることはできる。質入 して得た
る金額が額面額を上廻ることは,寧 ろ通例の事に属するであろ うし,こ のこ
とだけ考えても,新 株配当を,い ちづに株主の所得とみなさないとい う考え
く　　
方は正 しくないといえるであろ う。会社 の方に利益供与の意思があ り,受け
取 る株主の方に利益を実現できるのが現実であれば,こ の両者間の新株授受
による利益の実現を 真っ向か ら否定するのは,少 くも現実を 無視 した議論
であることは間違ない。尤 も,我 が国の現行の企業会計原則によると,時 価
評価は,取 得価額 より下廻っているときにだけ しか認め られていないか ら,
上記の如き場合も,利 益計上は認め られない訳であるが,売 却 したときには
く　り
そ れ を 利 益 実 現 と認 め,従 っ て 利 益 計 上 を 認 め る と い う見 解 は 妥 当 で は あ る
が,明 瞭 に 売 却 可 能 で あ り,利 益 実 現 可 能 な る こ とが 測 定 さ れ る も の,換 言
す れ ば,明 白 に 持 主 の 利 益 と な っ て い る と 判 定 さ れ る場 合 に 利 益 実 現 を 認 め
⑰ 同趣 旨W・A・Paton,AdvancedAccounting,PP・588～589・
⑱ 法 人税法第22条 第5項.
⑲DonaldKehLCorporateDividends,1941,p.341.
⑳ 同趣 旨W・A・Paton,AdvancedAccoun七ing,P.184.
⑳ 同趣 旨 「近代会計学大 系」(持分会 計論)番 場嘉一 郎85頁.
⑳ 前註 に同 じ.
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ないのは,形 式論にとらわれ過 ぎた考え方であるといいたい。従 って,配 当
株受領によって株主の投資の実質的内容に利益をもた らされることにな らな
(23)
いか ら課税所得を構成 しないとい う見解は,形 式論理としてはわかるけれ ど
も,少 くとも,結 果論的には,実 質を無視 した議論であるといわざるを得な
い。 しか し,配当株は株主に利益をもた らさないとしつつ も,そ れを未分配
利益 と解 してその未分配利益が株主に割 り当て られた とい う所に課税根拠を
(24)
認める見解は,綿 密に分析 した考えであ り,株主は一種の債権 の取得を した
如き解釈であるが,味 うべき内容を含んでいる。
課税根拠は,実 質的利益の有無を判断の対象 とするのが原則である。例え
ば,会 社役員の退職金或は賞与 として,会 社の帳簿価額 より少 し高 く,且 つ
時価 より甚だ しく低 く社宅を譲渡 した り,或 は役員の財産を時価 より著 しく
高 く買い受けた りす るよう なことが よく行なわれるが,税 法は,こ れ等の場
(25)
合,時 価 との差額に対 して 課税するのである。 これ らの 物件に比 し,株 券
は,一 般に市場価格が変動 し易い点はあるが,こ のことは,市 価 との差額を
株主の収益 として認めない論拠 としては,税 法的には薄弱であろ う。上記の
如 き事例に課税されるのは,課 税根拠 として税法が求めるのは,明 かに実質
的利益の有無である。そ してそこには,時 価主義思想の導入が見 られ る。凡
そ課税額の算定に際 しいちずに原価主義に固執するのは,問 題の正当なる解
決を阻むことになる。即ち,こ こに税法が収益 ・費用を 「一般に公正妥当と
認め られる会計基準に従って計算す る」(法人税法第22条 ④)のを本則 とす
　
るが,課 税上弊害を生ず るとか祖税 目的が達成 されないとか税務上の計算原
則が損なわれるよ うな場合には,「別段の定め」をもって企業会計上の一般に
公正妥当と認め られる会計基準に従 ってな したる計算の成果を修正す ること
(26)
ができると考え られ るか らして,企 業会計による取得原価主義による表示に
㈲ 丹 波康太 郎 「株式配 当の課税 問題」国民経済 雑誌第85巻 第1号38頁.
同趣 旨W.A。Paton,AdvancedAccounting,P.184.
⑭ 前註丹波氏 論文.同 誌41頁.、
鱒 五味芳之 「会社 税務 簿記」78～86頁.
㈲ 同趣 旨J渡 辺進 「税務 簿記」改 訂版9～11頁.
50 商 学 討 究 第23巻 第3号
対 し時価主義表示による修正を認容す るのは決 して不当とは考え られない。
貨幣価値変動会計に立ち入るのは本稿の趣 旨ではないか ら避けるが,ま た貨
幣価値変動会計の理念上疑義皆無ではないが,上 述の如 き意味をもつ時価主
義に基 く計算方法による新株受領株主の所得計算を下記の如 く行な うのは如
何であろ うか。 自社新株発行は,概 ね 会社好況のときに なされるものであ
り,新株の市価は額面額 より高 く生れるのが常であ り,一方,旧 株は所謂新
株落ちの現象を呈 し,新株発行前の旧株の市価水準に戻 るまでは通例数か月
を要する諸要素にかんがみ,新 株発行後の旧株総数(受 領株主の持株)の 市
価 と受領新株総数の市価 との合計額,つ まり,新株発行後の株主の所有株総
数の市価か ら,新株取得に払った金額(こ れは額面額であるか ら確定は極め
て容易である)を 控除 した商 と,新株発行前の旧株総数の市価 との差額を求
める計算法である。前記の如 く貨幣価値変動会計上の疑義皆無ではないが,
この差額を新株取得株主の所得と考えるのは,前 述 したように,税 法的には
理に叶っていると惟 う。
三 結 論
利益処分による配当に課税するが故に前述のように企業が利益管理を行な
い,純利益の計上に恣意的な操作を加えるのは企業会計上の二般に公正妥当
(27)
と認め られる会計基準を歪める虞が十分にあることは問題である。即ち,こ
のことは,企 業会計上の真実性の原則に違反す る懸念が十分根拠をもつこと
を意味する。 これが中小企業に対する悪影響を及ぼす可能性については米国
の事例がこれを示 している。即ち,1936年の米国連邦所得税法が同国の弱小
会社で利益留保を通 して個人所得税の回避軽減を図 らんとする傾向が著 しく
なり,限度を超えた留保利益に対 して懲罰的課税を行なわざるを得な くなっ
く　の
た経緯がある。本邦においては米国以上に弱小会社の問題が大きいので,こ
の面に対す る税法的考慮が別になされねばな らぬ ことを附言 したい。
㈲ 同趣旨,渡辺進 「税務簿記」改訂版11頁.
幽 細井卓 「配当政策」第二増補版109～110頁,
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企業が利益管理を して利益処分の配当額 の決定とその源泉所得税額の算定
を したる上,法 人税額の算定をもして当期純利益を算定する実態を考慮 して
論ずれば,法 人税と配当課税 とは同一利益に対する課税額を単に2分 割す る
ものと評することができよう。 この見地か らは,厳 密にいって,二 重課税論
は当を得ないことになる。単に同一の物件に対する課税を二つに分けて納税
させるのが実質であるとみるか らである。法人擬制説の立場か らは,法 人税
は株主所得の一部前納,配 当源泉所得税の残余完納とい う形式になる。企業
会計の立場か らは,法 人実在説を採るのであるか ら,法人税は法人の所得税
であ り,配当所得税は株主に対する課税 と割 り切 る立場を採るのが一般であ
るが,企 業の利益管理の実態 ・実情を鑑みるときに,法 人税 と配 当所得税と
を形式的に別箇独立のものとして扱い,両 者の内部的関係を無視するのは,
単に租税論の面だけでな く一般の道理か らも,釈 然 としない ものが残る。
惟 うに,企 業会計は,法 人 と株主とを別箇独立の単位 として扱わざるを得
ない企業会計の本源的立場か ら,企業 と株主 とを別箇独立の会計単位 として
経理せざるを得ない立場より生ず る形式的経理をなすものとい うことができ
よう。ただ,税 務会計の立場か ら考えるときには,こ の形式的経理を妥当視
することには,上 述 したるように,疑 義のでる場合が ある訳である。 つま
り,所得計算の実際 ・実態を考慮に入れることは,租 税負担 の公平を期す る
ことを最上最大の理念 とする税法の立場か らは,必 須不可欠の事柄であ り,
前記の 「一般に 公正妥当と認め られ る会計処理の 基準」に対 し 「別段の定
め」をもって臨む ことのできる,い わば,税 務会計の企営会計に対する優先
事項に属するものと考えることがで きる。ただ,一 銘柄につ き5万 円以上の
年配当を得たるときは,配 当に対 し確定申告において追加課税 きれる訳であ
るが,こ れは累進税の理念その他の財政学上の立場か らなされるもので,こ
く　 　
の種の重課は財政学上一般に認め られている事柄で,負 担の公平の原則か ら
いって間違 っていることとは思われない。
企業会計の理念に副い,法 人 と株主 とを,別 箇の経理単位 として扱 うこと
㈲ 小川郷太郎 ・汐見三郎 「財政学」補訂第七版297～324頁.
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に し一 即ち法人実在説に従い一 法人 と株主とに各個別に所得税を賦課す
る形式を採 り,他 方,法 人擬制説の指摘す る株主への重課の非難を避けるた
めに,企 業の利益管理上の実態たる法人所得税 と株主への配当源泉所得税 と
を一丸 として計算する結果生ず る法人税 と配当所得税 との合計額の算定を基
に して,両 者の税率の按配を最も適切にきめることが,税 制上 もまた企業会
計上 も必要 と思われる。 これを株主の側に立って考えると,法 人税は,会 社
の収益税に対する分担金と して,配 当所得税は個人所得に対する課税 とい う
ように区別 して考えると,両 者を合計 した額が一般にいわれる二重課税め総
額 とい うように 考えることによって 一応の解決がつ くと 考えたい。 本問題
は,文 明諸国において長年論議 されてきて未だ支配的 といえる程の学説はで
てお らず,「全 く一方が正 しく,全 く他方が誤 っているといえる段階にまで
到達するには今後 まだまだ多 くの学者(し かも広い学問領域にわたる)の 長
(30)
期間 の真摯 な学問的業績 の累 績を必要 とす る」 もの と考え られ,こ の難問題
に対 し総合的 な結論 は 自らを も含め今後 の研究 にまつ と して,本 論文は ここ
に稚拙なが ら一応 のま とま りとしたい。(完)
(47.8.31)
00細 井卓 「配 当政策 」第二増補版312～313頁.
